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緊急アンケートの概要

対象：全国の交通事業者
（鉄道・バス・タクシー・船）

方法：WEBアンケート

期間：5月14日～22日（継続実施中）

回答数：436件（5月22日現在）



1）現在の状況が続いた場合に
事業継続が難しくなるタイミング

6月中には1割
7月までには
4社に１社が

8月までには半数が

倒産の危機 合計
436件

～6月中旬頃
10％

7月中旬頃
15％

8月中旬頃
24％

11月中旬頃
31％

1年後
14％

2年後以降・
その他 5％



1-2)事業継続が難しくなる時期
（業種別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明・無回答

旅客船

自家用有償旅客運送

タクシー

バス（路線・貸切）

鉄道

5月末 6月中旬頃 7月中旬頃 8月中旬頃
11月中旬頃 1年後 2年後 2年後以降
事業継続可能 無回答

24件

227件

234件

6件

6件

4件

合計 436

バス・タクシーの事業者がより短期に事業継続が困難に

現状のまま外出を控える傾向が続くと
各地で交通崩壊に至る可能性

3か月以内の
倒産・解雇の

可能性

バス

タクシー

3,400事業者

172,000人

1,000事業者

42,000人



1-3)事業継続が難しくなる時期
（地域別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

九州・沖縄

中国・四国

近畿

中部

北陸信越

関東

東北

北海道

5月末 6月中旬頃 7月中旬頃 8月中旬頃 11月中旬頃

1年後 2年後 2年後以降 事業継続可能

27件

36件

86件

64件

33件

82件

60件

40件

合計 428

現状のまま外出を控える傾向が続くと
各地で交通崩壊に至る可能性



2)政府に期待する支援

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既往債権の支払猶予

利用者への啓発情報の発信支援

固定経費の「補填」

無利子無担保の「融資」

従業員や利用客への感染防止対策「補助」

燃料税や消費税等の「減免」

粗利損失に応じた政府補償

従業員の賃金の「補償」

とりわけ強く必要 必要 あると良い 不明・無回答

約8割の事業者が
賃金や損失の補償が

「とりわけ強く必要」と回答



3)感染防止策
乗客への呼びかけについて

「不十分」「実施していない」
事業者が約８割

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他（具体的内容）の評価

乗客に車内での会話を控えるように呼びかける

運転手の防御

バス・電車の運行中の換気

バス・電車の消毒

バス・電車の待機時、清掃時等の換気

職員の体温測定

職員の指導

発熱、風邪症状のある時には出社しないことの徹底

十分できている 実施しているが不十分の可能性がある 実施していない 不明・無回答


